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1 .はじめに
戦後の経済成長，技術の高度化により社会基盤
整備は拡充されてきたが，一方で、大量生産大量消
費社会は生活・自然環境問題を深刻化している.
市街地及び農地が集中し，環境的制約条件が多い
低平地では，持続可能な開発と環境保全の両立が
重要な課題となっている. しかしながら，低平地
に限らず開発事業に対する影響分析の手法は確立
されていない.開発事業を吟味した戦略的社会環
境整備が求められる市民参加型成熟社会において，
低平地開発は環境・立地条件に配慮し，地方財政
を健全化する上で事業の採算性を考慮して慎重に
進めていくべきである.
そこで，本研究はより質の高い事業を誘導する
ために開発影響を事前に検討する手法の開発を目
的とする.低平地における開発影響を包括的に予
測，分析するための影響評価システムの構築への
第一歩として，住宅開発事業として佐賀市で実施
された兵塵土地区間整理事業を事例として事後評
価を行う.
先ず，開発事業の目的，経緯等概要について整
理する.次に，持系列的に土地区画整理事業の流
れから， r宅地・インフラ整備による影響j，r立
地施設による影響j，r住環境への影響j，r波及効
果と負の影響Jの4つのインパクトを設定し，医
療施設，商業施設に対するインタビ、ュー調査及び
地域住民に対する住環境に関するアンケート調査
表-1 調査概要
調査 医療・商業 住環境
実施年月 2001年1l~12月
配布数 医療9・商業63 234 
回答数 医療8・商業50 86 
回収率 医療89%. i事業79% 37% 
調査項目 産主用者数，商留，駐車 快適性，保健性，安全性，
場収容台数，地!Kのメ 利便性について満足から
リット等 不満までの5段階評倒
を行い，開発行為とその影響について分析する.
さらに，影響評価をシステムイとするために，得ら
れた知見から各開発段階における影響要因と影響
対象の関係について整理，考察する.最後に，開
発影響評価システムの構築への課題を検討する.
2.兵庫土地区画整理事業の経緯
兵庫地底は佐賀市東部の既成市街地に隣接した
農村地帯で，中央部及び東南部に集落があるほか
は，平坦な農地の間を佐賀特有のクリーク(堀)
が網目状に走っている水害の常襲地帯であった.
発展著しい北西部に比べ，本地区は市街化調整区
域であり，これまで中心市街地に隣接している特
長を活かした開発が行われてこなかった.また，
佐賀市総合計聞によると 市域では1980年当時の
人口16.4万人， 5.2万世帯が1990年には人口20万
人， 6.7万世帯に増加すると推計されており，こ
表-2 率業経過
年月日 事 項
1983 基本構想、の区域の設定
198415 兵摩地区の基本檎1J、
1988/1/5 都市計画決定
1988/2/21 兵庫土地区臨整理組合設立総会開催
1989/11/24 兵康土地区濁整現事業起工式
1990/7/2 佐賀市水害に襲われる
199113/29 保留地処分開始
1994/2 県立総合看護学院完成
1995/2 ヘルシーパルさが完成
1996/3/30 環状来線，大財修理回線開通
1996/4 社会保険病院関業用途地域の見il¥i:し
1997/1/21 新住居表不開始
1997/3/17 換地処分の公告
1997/3/27 完成記念式典祝賀会
1997/3/31 工事完了
1998/1/12 組合解散認可
1998/5/19 決算報告の承認
出典.兵庫土地区間整理組合，佐賀市
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の増加人口の受け血の確保が急務であった1)治
水と新たな宅地開発の必要性の前面から兵庫地区
の整備が望まれた.
そこで， 1984年から1985年にかけて，基本計画
が作成された. I清流と楊柳のあるまちづくりj
を掲げ，都市計間道路環状東線をはじめとして，
道路，水路，公園，その他の公共施設の整備改善
及び宅地の利用増進を図り，健全な市街地を形成
することを目的として， 1988年から1997年にかけ
て兵庫土地区間整理組合によって兵庫土地底画整
理事業が施行された2) 言十臨人口 5千人，施行面
積66.7ha，総事業費1121:意円，減歩率30.4%(公
共用地17.9%，保留地12.5%)である.事業経過
に関する主な事項を表-2に示す.
3.宅地・インフラ整嬬による影響
(1) 土地利用
先ず，兵庫土地[R画整理事業による土地利用の
変化を把擢するために，事業前後について比較す
る(表-3).本事業は1996年度をもって道路，
水路，上水道，下水道，公園，整地の工事が完了
し，計画通り，農地から住宅地への移行がなされ
た.一般住宅地の平均一街区の規模は，短辺40m，
長辺120m，また平均宅地規模は250m2 (約75坪)
をそれぞ、れ標準とし，低層低密住宅地として設計
された.用途地域の指定は，第一種低層住居専用
地域，第一種・第二種中高層住居専用地域，
種・第ニ種住居地域，準住居地域の住居系で指定
され，良質な住宅地の建設を目的としていた.住
宅地が大幅に増加したことにより，当初の人口343
人は順調に増え， 2000年には4，019人に達した.
道路に関しては，地区を南北に貫く環状東線(バ
イパス)，東西に貫く大財修理由綾が建設された
ことにより，用地面積は地区面積の2割を超えた.
特に，環状東線は佐賀市中心部を盟む環状バイパ
スの最後の未整備区間であり，中心部への流入交
通量の増加を緩和する効果が期待された.
一方，水路は幹線水路の完成や河口l改修により，
事業前の約 1/3に減少した.この地域は1980年
の大水害をはじめ佐賀市全域が水害に襲われた
1990年 7 月の水害等3) 年に 1~2 囲程度地毘全
体が浸水する被害があり，地全域に分布してい
るクリークを直線型の水路に整備することで，排
水能力の向上を図った.農地は無くなったが，調
整池の役割も果たす低床公園が新たに設置された.
整備後は目立った水害は発生していない.
本事業による保留地の割合は約 1割であり，地
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区 分 事業前 事業後
弓Fムコー. 民有地 イ主 斗~三， 虫色 8.6% 
主 商 業 長虫 56.1% 
その他民有地 0.8% 
工 業 長血 3.7% 
農 地 59.5% 
山林・原野 0.2% 
保留地 10.1% 
公共用地 水 路 15.5% 5.4% 
道 路 3.7% 21.6% 
;可 )IJ 0.1% 1.8% 
/]; 駁 4.9% 
川品、品4 地 0.1% 
測量増減 7.9% 
ぷ口>. 言十 100% 100% I 
出典:佐賀市，兵庫ニヒ地区画受理総合
j主:事業前は77.1haを，卒業後は66.7haを対象としている.
区全域に分散している.パフ守ル経済崩壊前という
こともあり保留地の需要が高かったため，計画的
な活用方法をとられること無く，事業後も元の土
地の近辺を所有したいという地権者の意向により
配置された.保留地は宅地単価57，000円(施行前
36，300円)で}I買調に完売し，事業費に充てられた.
112寵円のインフラ投資の結果，地区全体では宅
地総価額が56.5億円増加し， 1988年から1999年に
かけて少なくとも252億円の新たな建設需要を生
み出したと見積もられるペ事業により相当な経
済効果があったと判断できる.
(2) 建物用途
これらインフラ整備の影響により，住宅を始め
様々な施設が立地した.事業地[Rの建物利用の動
向を把握するために施行前後の年である1988年と
1999年のデータをもとに GISを患いて建物利用
面積を推計した(表 4及び図-1， 2). 
土地芭臨整理事業が始まる前の年である1988年
の建物利用面積の割合を見ると住宅が全体の約7
割を占め最も多く，次いで、寺院や公民館等の文教
厚生施設(B)となっている.大型の危険物貯蔵・処
理施設がひとつあるが，この地涯は農家や地域に
根ざした施設で構成されていることがわかる.
一方，区画整理事業が一通り終了し 2年程経
過した1999年度の建物利用の構成比率を見ると，
住宅及び共同住宅で全体の約6割を占めており，
次いで商業施設，総合病院や看護学院等の文教厚
生施設(A)の順である.
用途ごとの増減状況を見ると，共同住宅，文教
厚生施設(A)，官公庁施設，蕗業施設等は新しく
地区画整理事業により立地するようになった建物
表… 4 兵庫土地区間獲環率業地l2S:建物利用状況
建物用途 1999年 1988年立引%) m2(%) 
業 務 施 設 6，331(5.6) 585(2.6) 
商 業 施 設 15，328(13.5) 0(0.0) 
t 勺~ 45，357(40.0) 15，311 (68.9) 
共 同 住 弓pム2ー. 24，917(22.0) 0(0.0) 
庄告書併用住宅 1，321(1.1) 0(0.0) 
庖鋪併用共同住宅 1， 901 (1. 7) 0(0.0) 
作業所併用共同住宅 0(0.0) 208(0.9) 
官公庁施設 631(0.6) 0(0.0) 
文教厚生施設(A) 10，839(9.6) 0(0.0) 
文教厚生施設(B) 5，297(4.7) 2，704 (12. 2) 
運輸倉庫施設 364(0.3) 0(0.0) 
重工業施設 0(0.0) 1，014(4.6) 
サー ピス工業施設 798(0.7) 0(0.0) 
危険物貯蔵・処理施設 240(0.2) 1，495(6.7) 
農林水産業施設 0(0.0) 196(0.9) 
建 設 中 0(0.0) 703(3.2) 
ぷ口〉、 言十 113，324(100) 22，216(100) 
資料土地言l'illIT~主礎調査の建物用途別渓流図から計測
1988年度建物用途
業務施設
住宅
作業所併用共同住宅
文教厚生施設(臼)
重工業施設
増減
5，746 
15，328 
30，046 
24，917 
1，321 
1， 901 
-208 
631 
10，839 
2，593 
364 
-1，0141 
798 
-1，255 
一196
-703 
91，108 
危検物貯蔵・処理施設
農林水産業施設
建設中
区画整理前 宵帝王
図 1988年度建物用途
業務施設
商業施設
住宅
共同住宅
唐錦併用住宅
庖言語併用共同住宅
官公庁施設
文教厚生施設 (A)
文教厚生施設 (8)
遷給食廃施設
サー ビス工業施設
危険物貯穀・処E呈施設
区函整理後
図-2 1999年度建物用途
官寺名E
用途であることがわかる.一方，業務施設の面積
は10倍以上に増加し，文教厚生施設(B)は主に個人
病院の立地により 2倍に増加した.逆に作業所併
用住宅，重工業施設，危険物貯蔵・処理施設は移
転等で消滅または減少していることがわかる.
以上，土地利用が劇的に変化し，地区全域で建
築行為が行われていることと，すでに計画人口の
8割を超えていることから，事業の達成度は高い
と判断できる.
4.立地施設による影響
(1) 地区の核の形成
計画的に立地した地区内最大規模の社会保険病
院は，駐車場台数は地底内の施設で最大の300台，
従業員250人を有する.当病院は市内(多布施)
から道路拡張のために移転を余儀なくされ兵庫地
区に移転して来た.当初は現地建て替え案もあっ
たが桂営上難しくなるため移転を検討していたと
ころ，県から土地区画整理事業地区の核的都市施
設になって欲しいとの要請があり，兵庫地区に建
設された.佐賀市北部には国立病院，市内には県
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表-5 医療・商業施設と地域との関係
医 療 商 業
地域
|従業者住所 通続圏 従業者住所 商圏
地区内 796 49% 16% 26% 
市内 54% 23% 54% 41% 
市周辺 29% 20% 27% 31% 
県外 10% 896 3% 296 
言十 100% 100% 100% 100% 
立病院が存在するため当病院の通院圏は兵庫地区
と佐賀市東部，佐賀市周辺を想定している.兵庫
地区には，当病院(老人福祉施設を含む)以外に
も個人病院が8院(内科3，歯科3，産婦人科1， 
皮膚科 1)存在する.医療施設の集積による波及
効果として，薬局等の関連施設の立地を生んで、い
る.
(2) 街並みの変化
兵庫土地区闘整理事業は宅地開発が主であるが，
計画案として予定されていなかった施設も数多く
立地している.2001年11月現在の主な立地施設は
飲食届 (21戸)，事務所(13戸)，アパレル系 (8
，スーパー(3戸)等となっている.その他
様々な業種が存在し，日常生活には支i壕がないほ
と守施設が整っている.商業施設の出届理由として，
「郊外向け届舗であるJ(31%)，1住宅街J(29%)， 
「ノfイパスJ(14%)の)lfiで高く，その他には「今
後市街化が期待されるJと事業による効果がみら
れる.
1996年4月に，バイパス沿いは第二種住居地域
から準住居地域に，大財修理田線沿いは第一種住
居地域から第二種住居地域に，それぞれ商業施設
の立地規制を緩和する方向に用途地域が変更され
た.特にバイパス沿いは自動車関連施設との調和
が意思された.その結果バイパス沿いは住宅が10
に対し商業・業務施設が49戸，大財修理田線沿
いは住宅が36戸に対し商業・業務施設が29戸と住
宅以外の用途が多くなっている.これら施設の集
積により，沿道に医療及び商業施設，その奥に住
宅告というメリハリのある街並みが形成された.
(3) 経済的影響
立地施設により，雇用創出等の経済的効果が考
えられる.医療施設の平均従業員数は41人で，従
業員の住所は「地区内J以外が9割以上を占めて
いる(表 5) .医療関係の仕事は専門性が必要
なため，雇用創出効果は広域に及ぶと考えられる.
一方，商業施設の平均従業員数は9人で，医療
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施設に比べ「地匿内Jの割合は大きいが，全体と
して主に都市闇レベルで躍吊が創出されている.
同様に，その商圏も都市闇レベルでの消費活動に
影響を与えていると考えられる.
(4) 社会的影響
医療施設の立地により，地域医療サービスの向
上が期待される.通院圏は地区内が約半数を占め
ており，地IR密着型であると言える.また，久留
米市や大JI市等県外(福岡)からの来院者もおり，
地域医療に貢献していると考えられる.
5.住環境への影響
(1) 事業による影響
事業により形成された住環境に対する影響につ
いて考察する。先ず住民の満足度から宅地整備の
影響について考察する.地底内にある住宅系は508
.内76%が住宅， 24%が共同住宅である.敷地，
床面積，部雇数等の f住層水準jに関しては，
建て住宅が多いこともあり，評価は高い(表-6). 
水辺と緑については， I水辺環境jよりも「緑の
多さ」に対する満足度が高い.これは，地区内に
街区公園が4箇所，近隣公園(グラウンド)がl
箆所あり，クリーク沿いも街路樹等の緑が存在し
ていることが影響していると思われる.
次に水路整備について考察する.汚水処理等の
「衛生状況」は2割が何らかの不満を抱えている
が，比較的良好であると見なせる.一方， I下水
道の整備Jはまだ普及率が低いためか3人に 1人
が不満感を示している.水害等の「災害からの安
全性」については 3人に l人が満足しており，
不満を抱えているのがl割にとどまる.これは地
区内に多々起こった洪水などの水害を解消すべく
整婿された水路の存在が，住民に安心感を与えて
いるからと考えられる.
最後に道路整備についてみる.バイパスのおか
げで、市内外への移動が円滑かっ迅速に行え，通勤，
外出に便利である.国道 (34号線)，高速道路，
空港へのアクセスも良女子である.それゆえ， I広
域的道路網Jへの住民の満足度は高い.
以上，住環境の快適性及び保健性については検
討する余地があるものの，安全性及び利便性をは
じめ全体としては事業による効果をみることがで
きた.
(2) 諸活動による彰響
立地施設に関連した諸活動と住環境との関係に
表-6 住環境への影響
影響聖書悶 住環境 調王を1真B 満足 やや満足
事業 .[夫適t生 伎 居 オぇ i終 13% 24% 
7]( 辺 環 境 6% 25% 
高是 の 多 さ 12% 32% 
{泉健'性 偉f 生 状 況 11% 15% 
下水道援倣 18% 20% 
安全性 災害からの安全性 8% 25% 
利便性 広域的道路締 13% 33% 
諸活動 保健悦 騒音 振動 12% 18% 
空気のきれいさ 14% 27% 
安全性 交通事故からの安全性 1% 17% 
利イ妊l生 日用品の購入 40% 22% 
医療・福祉施設の充実 23% 29% 
公共交通の便利さ 70/ O 22% 
し 」一一一 」…ー…
ついて考察する.先ず，立地施設に関連したサー
ピスの充実度についてみる.r日用品の購入」に
関しては 6割以上の住民が満足感を示しており，
蕗業施設の充実ぶりが伺える.r医療・福祉施設
の充実度jも過半数の住民が満足感を得ている.
それに対して，これら諸活動に伴う地医内外との
アクセスは， r公共交通の便利さ」に 4割近く
の住民が不満を抱いており，需要に対しサービス
が十分に行き届いていない.
次に交通量の増加に関する事象を見る.r騒音・
振動Jについて何らかの不満を抱いている住民は
3割以下で意外と低い.r空気のきれいさjも，
排気ガス等の影響も少なく，満足度が高い.これ
はバイパス沿いの施設が控となり，内側の住環境
を維持しているためと推察される.一方， r交通
事故からの安全性jについては4割以上の住民が
不満感を示しており，満足度は低い.南北にバイ
パス，東西に県道が地底内を貫き，治道には，商
業施設も多いことから，地底内の交通量は多い.
そのため交通事故の発生確率も増し，住民の不満
感を招く原因となっていると考えられる.今後，
さらなる商業施設等の進出により，流出入交通量
の増加が予想され，それに伴う騒音や大気汚染等
の開題も懸念される.
以上，立地施設に伴う諸活動による影響におい
ては，交通に関する課題が住環境の保健性，安全
性，利便性の全てに残されている.
i 波及効果と負の影響
兵庫地区の主なメリットとして，医療・商業前
施設とも「立地条件J，r駐車場J，rバイパスjが
普通
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殴-3 開発段階における影響要因と影響対象の関係
あげられている.駐車場の平均収容台数は，医療
施設が52台，商業施設が20台であり，中心市街地
で確保するには難しい数である.自動車によるア
クセスの向上は兵産地区の最大の利点であり，地
底の発展や地域の拠点形成への波及効果を生んで
いる.また商業施設は， r新開発地で活気があるj
と集積による相乗効果を事受している.
しかしながら，その中には中心市街地をはじめ
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市内から移転してきた庖舗も少なくない.転出理
由としては， I!駐車場不足jが50%，1中心市街地
の衰退Jが29%，1アクセスが不便Jが14%であっ
た.駐車場を完備した沿道型唐舗の進出が著しく，
広域的には中心市街地の高庖街と競合する関係と
なり，接的間接的に中心市街地荷rn街の衰退を
助長していると考えられる.
7.開発事業の影響要因と影響対象の関係
兵産土地区画整理事業が10年以上経過する中，
必ずしもすべてを予測し得ない現状であるが，宅
地開発において影響を及ぼす要因と影響を被る対
象の関係について検討する.開発の経過から段階
的に， 1インフラ整備による施設立地j，1立地施
設による地毘への影響と諸活動の発生j，1事業及
び諸活動による影響」の大きく 3つのパートに分
けられる.
パート lでは，インフラ整備が影響要因となり，
影響対象として，住宅，霞療・商業施設の立地が
促される.パート 2では，立地施設が影響要因と
なり，影響対象としての地誌に経済的・社会的影
響を与え，諸活動が発生する.パート 3では，
業及び諸活動が，一方では地毘レベルで住環境に
影響を及ほし，地方では広域レベルで中心市街地
等の既成市街地に影響を及ぼす.図-3に示すよ
うに，開発の流れに沿い，影響対象から次のパー
トでの影響要因が生み出され，影響を及ぼすとい
うメカニズムを多段階的に整理することができた.
この一連の流れと要因及び対象聞の相互関係を，
開発影響評価を行うプロセスとして捉えることが
できると考える.
8.開発影響評価システム構築への課題
データの都合上ふれることはできなかったが，
包括的に開発影響評価を行うためには，自然環境
に関する「生態系への影響j，国定資産税や都市
計画税等の「財政への影響」も考慮に入れる必要
がある.また，土地底画整理事業の場合，地権者
の関心が所有している土地がどのくらいの値で売
れるかに集まる傾向があるが，近年の土地需要の
冷え込みから，保留地が思うように売れず，資金
難に陥っている事業も少なくない.将来の施設立
地を戦略的に誘導するような用途地域の指定及び
保留地の捻出，配置の仕方を検討できるような開
発影響評価システムの構築を自指すことが望まれ
る.
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